
 

 

 

職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告について 

 

１　要旨・目的 

　　令和８年 10月６日、地方公務員法に基づき、議長及び知事に一般職の職員の給与等に

ついて報告及び勧告を行ったので、その内容を報告する。 

 

２　現状・背景 

　○　人事委員会は、職員の人事管理が適正に行われるよう、中立・公平な立場で、人事行

政の運営に関する調査等を行い、その成果に基づいて、勧告、報告するなどの役割を担

っている。 

　○　人事委員会の勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置として、職員の給与、

勤務時間その他の勤務条件を社会一般の情勢に適応させるための制度となっている。 

   

３　概要 

(1)　民間給与の調査対象 

県内の民間事業所 1,168 事業所のうちから層化無作為抽出し、調査の協力を得られた

243 事業所 

 

(2)　調査期間 

令和８年４月 22 日（水）～６月 16日（火）(56 日間) 

 

(3)　調査結果及びそれを踏まえた勧告等（概要は別紙のとおり） 

　民間事業所の調査等を踏まえ、職員の給与に関する報告及び給与改定に関する以下の

勧告並びに人事行政における当面の諸課題の報告を行った。 

 

ア　月例給 

民間給与との較差 11,765 円（2.95％）を解消するため、給料月額を引上げ 

 

イ　特別給 

　　　　特別給の年間支給月数を 0.05 月分引上げ（4.65 月→4.70 月） 

 

ウ　新たな職の設置に伴う教育職給料表の改定等 

　　　　「主務教諭」の設置に伴う教育職給料表の改定 

 

４　その他（関連情報等） 

県ホームページ 

「令和８年勧告書」 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/138/kyuuyo-r08kankoku-index.html 
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